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会計情報システムとマネジメント・コントロール
との関係性に関する実証的研究の潮流と 

将来の発展方向

山　矢　和　輝、罇　　涼　稀、岡　田　幸　彦

1 本研究では、会計情報システムを、単純な情報システムではなく、財務データに対する日常的な要求を満
たすために利用される、人・記録・手続きの組み合わせと定義する （Horngren and Harrison 1989, 269）。

2 本研究では、マネジメント・コントロールを、計画・調整・伝達・評価・意思決定・人々に影響を及ぼす
等の多様な活動を含む、組織の戦略を実行するためのプロセス（Anthony et al 2007, 8-10）として捉えて
いる。

1　はじめに

情報技術と管理会計との関係性は不明確であ
り、会計情報システム（Accounting Information 

Systems、以下、AIS）1 研究において発展が期

待される領域とされる（加登 1989 ; Sutton 

2006）。情報技術とマネジメント・コントロー
ルシステム（以下、MCS）2 との関係性に関して、
Granlund（2011）は、統合されたデータベー
スを有する AIS としての ERP（Enterprise 
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の技術革新と将来予測、トップマネジメントチーム（TMT）の IT 知識と MCS の強化の４つの研究
の潮流を発見した。第二に ERP と MCS の研究は、ERP が MCS に与える効果と、ERP の効果を高
める MCS の媒介効果の 2 種類の研究がある。第三に BI と MCS の研究は、BI がプロセスに与える
効果と、BI を用いた業績測定・業績評価の 2 種類の研究がある。第四に財務分析の技術革新と将来
予測の研究は、スプレッドシートを活用した将来予測から、ニューラルネットワークや大規模デー
タを用いた将来予測へと推移している。第五に TMT の IT 知識と MCS の強化の研究は、研究対象
が最高情報責任者（CIO）から、多様な役職の TMT へと拡大している。
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Resource Planning）3 に着目し、MCS との関係
性を議論した。しかし今日の情報技術の進化は
早く、Granlund（2011）から 10 年以上が経過
しているため、ERP に加えて多様な新興技術が
MCS に影響を与えている可能性が考えられる。
そこで本研究は、Granlund（2011）の発見事
項を基礎として、2021 年末までに発行された
AIS 研究の文献レビューを通じて、AIS と MCS

との関係性に関する実証的研究の潮流を整理
し、将来の発展方向を示すことを目的とする。

欧 米 の 代 表 的 な AIS 文 献 研 究 に は、
Granlund（2011）の AIS と管理会計との関係
性を整理した研究の他、ERP 研究の文献調査を
通じて AIS の将来像を検討した研究（Grabski 

et al. 2011）、情報システム統合度と管理会計と
の関係性を検討した研究（Rom and Rohde 

2007）などがある。これらの研究は、システマ
ティックレビューではなく伝統的な文献調査に
より発見事項を整理し、将来の発展方向を議論
している。また、Hutchison et al.（2004）や
Moffitt et al.（2016）のように、特定の AIS 学
術誌に掲載された論文を網羅的にとりあげ、研
究テーマや研究手法等を整理した研究がある。
他方、欧米における代表的な管理会計の文献研
究に Hesford et al.（2006）や Lindquist and 

Smith（2009）があり、この２研究はシステマ
ティックレビューを通じて、研究テーマ、学術
誌、研究手法、引用文献等を整理し、その中で
MCS 研 究 を 業 績 測 定・ 評 価（Performance 

Measurement and Evaluation）、 予 算 管 理
（Budgeting）、資本予算（Capital Budgeting）、
組織統制（Organizational Control）、国際統制

（International Control）の 5 領域に分類して
いる。

本研究は、これらの研究の蓄積を鑑み、まず

3 ERP とは、共有データベース上でビジネスのすべての経営資源・情報・機能を管理し、調整するために利
用できる、組織全体の統合情報システムである（Dechow and Mouritsen 2005, 692; Kallunki et al. 2011, 
21）。

4 IJAIS の創刊は 2000 年、JIS の創刊は 1986 年、JETA の創刊は 2004 年、ISAFM の創刊は 1992 年である。

Moffitt et al.（2016）が取り上げた、International 

Journal of Accounting Information Systems（以
下、IJAIS）、Journal of Information Systems

（以下、JIS）と Journal of Emerging Technologies 

in Accounting（以下、JETA）の AIS 研究に焦
点をあてた著名な学術誌 3 誌に、近年論文数と
引用数が増大している AIS をも包括したビジネ
スインテリジェンス（以下、BI）の専門雑誌で
ある Intelligent Systems in Accounting, Finance 

and Management（以下、ISAFM）を加えた 4
誌を調査対象とする。そして、これらの学術誌
に掲載された論文について、Hesford et al.

（2006）と Lindquist and Smith（2009）が示し
た MCS の 5 領域を参考として抽出用キーワー
ド を 設 定 す る。 さ ら に、Granlund（2011）、 

Grabski et al.（2011）、Rom and Rohde（2007）
と同様の文献調査により AIS と MCS との関係
性に関する実証的研究を整理し、これらの研究
の潮流が今後どのように発展していきそうかを
議論したい。

2　論文抽出方法と分類基準

AIS4 雑 誌（IJAIS、JIS、JETA、ISAFM）
の創刊から 2021 年 12 月末までに掲載された全
ての学術論文は 1,646 件であった 4。なお IJAIS

は、英国 Elsevier 社が発行する AIS 分野の最
も代表的な国際学術誌であり、その焦点は急速
に進化する会計と情報技術との間の関係性にあ
る。一方、JIS と JETA は共に米国会計学会の
学術誌であり、JIS は情報技術の理論と実践の
適用または理解による AIS、会計及び監査分野
への貢献を目的としているのに対して、JETA

は幅広い会計関連の問題に適用可能な新興技術
と人工知能に焦点を当てた研究への貢献を目的
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としている。ISAFM は米国 Wiley 社が発行す
る学術雑誌であり、人工知能を含む先端情報技
術による AIS の知能化を議論している。

本論文ではまず、Hesford et al.（2006）と
Lindquist and Smith（2009）における MCS

研 究 の 分 類 を 参 考 に し て 抽 出 キ ー ワ ー ド
（Management accounting， Managerial 

a c c o u n t i n g， M a n a g e m e n t  c o n t r o l， 

Organizational structure， Organizational 

control， International control， Performance 

measurement， Performance evaluation， 

Organizational performance， Business 

Planning， Budget， Forecasting）を設定し、
上記 1,646 件のタイトル、キーワード、サブジェ
クト 5 のいずれかに、これらの文言を含む 192 件
の論文を抽出した。

この 192 件の中で AIS と MCS の関係性に関
する議論が含まれる実証的な研究と筆者らが認

5 本研究における論文抽出は、Business Source Complete データベースを用いている。その中でキーワード
の記載が無い論文が一定数含まれることから、Business Source Complete データベースが提案したキー
ワードである「サブジェクト」も文言抽出に含めている。なお ISAFM の 2004 年以前の文献は Business 
Source Complete データベースに含まれないことから、Wiley Online Library を用いている。

6 BI には多様な定義がある。例えば Rikhardsson and Yigitbasioglub（2018）は、BI を「情報技術を活用
したデータ分析」と定義し、情報基盤（Infrastructure）、データ管理（Data Management）、分析

（Analytics）、情報伝達（Information Delivery）を BI の 4 要素として示している。

識した論文は 63 件であり、これらの論文を 5
期に区分した発行年ごとに集計した。区分は、
第 1 期（2001 年以前）、第 2 期（2002 年～ 2006
年）、第 3 期（2007 年～ 2011 年）、第 4 期（2012
年～ 2016 年）、第 5 期（2017 年～ 2021 年）と
する。時系列でみた場合（図 1）、AIS 学術誌に
おいて AIS と MCS の関係性を議論した研究は、
増加傾向にあるといえよう。

そして Hutchison et al. （2004） の研究分類に
従うと、この 63 件の論文には、アンケート調
査研究が 21 件、実験的方法論を主とする仮説
検証型研究が 3 件、アーカイバル研究が 18 件、
事例研究が 6 件、記述的研究が 5 件、実務上の
課題解消を企図した概念的・規範的研究 10 件
が含まれていた。これらの研究を AIS の視点か
ら分類すると、ERP 研究が 18 件、BI6 研究が 9
件、将来予測技術に関する研究が 11 件、TMT

の IT 知識に関する研究が 9 件、その他の研究

図 1　AIS とMCSの関係性を議論した論文数の推移
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が 16 件含まれていた。これらの研究の蓄積を
鑑みて無視できない研究の潮流として、「ERP

と MCS」、「BI と MCS」、「財務分析の技術革
新と将来予測」、「TMT の IT 知識と MCS の強
化」という 4 つの研究の潮流を発見した 7。次節
では、4 つの潮流に関する各論文における発見
事項を抽出し、整理している。なお抽出にあ
たっては、AIS と MCS との関係性を議論して
いると筆者らが判断した記述を対象とした。

3　�各研究の潮流におけるテーマおよ
び発見事項

3.1　ERPとMCS研究の発見事項
3.1.1　ERPがMCSに与える効果
「ERP と MCS」研究に該当し、ERP が MCS

に与える効果を検討した研究が 6 件あった。
O'Leary（2004）は、Oracle 社の ERP 導入企
業に対するインタビューのアーカイバルデータ
を用いて、ERP 導入により享受された利点を調
査した。有形の利点として「決算コスト削減、
注文管理改善、生産性向上」、無形の利点とし
て「情報・可視性、統合、顧客への応答性」、
その他の利点として「成長性、冗長なデータ入
力削減、ビジネスモデルの変更・競争上の優位
性」などが挙げられており、この中には「情報・
可視性、統合」などのマネジメント・コント
ロールに関係すると考えられる利点が示されて
いる。

また Rikhardsson and Kraemmergaard（2006）
は、デンマークの 6 組織に ERP 導入の効果に
関してインタビュー調査を行った。インタ
ビュー結果において、「ERP 導入後は経理部門
以外の部門も会計情報にアクセス出来るように

7 4 つの潮流に該当する研究（47 件）は本文に記載し、その他の研究（16 件）は付表において記載している。
8 REA データモデルでは、Resource（資源）・Event（事業活動）・Agent（主体）の 3 要素が定義され、そ

れぞれが連動する。例えば、自社（Agent）が顧客（Agent）に在庫（Resource）を手渡す「販売（Event）」
は、自社が顧客から現金（Resource）を入手する「現金回収（Event）」と連動する（Romney and 
Steinbert 2018）。

なったため、経理部門は自身の役割を変更する
ことを余儀なくされ、データ分析やシナリオ構
築などの新しい情報を管理者に提供するように
なった」ことや、「ERP 導入後に販売・購買・
生産・会計などのビジネスプロセスが共通基盤
に統合され、前のプロセスを完了しなければ、
次のプロセスを開始できないことから、従業員
は部門を超えてビジネスプロセスをよりよく考
えるようになった」など、ERP 導入が組織の情
報の流れに影響を与えたことが示されている。

そして Teittinen et al.（2013）は、ERP 導
入が中小企業の MCS に与える影響を検討する
ため、欧州でグローバル展開するアルミニウム
加工企業にインタビュー調査を行った。インタ
ビュー結果において、「日常業務において ERP

は上手く機能し、決算締めが早まり、業務の透
明性を高めた」とする MCS への肯定的な効果
の他、「経営層は新しい戦略的管理システムを
期待していたが財務会計ベースの管理強化に留
まった」など MCS への効果が期待通りでな
かったことも示されている。

ま た 概 念 的・ 規 範 的 な 研 究 が 3 件 あ り、
Geerts and McCarthy（2006）は、多くの ERP

アプリケーションで採用される REA（Resource-

Event-Agent）データモデル 8 を業務レベルから
方針（Policy）レベルに拡張した。REA 方針レ
ベルでは REA のルールや権限が定められ、例
えば航空会社（Agent）においてプロペラ機

（Resource）は、国際線（Event）では利用出
来ないように設定されるなど（Geerts and 

McCarthy 2006）、ERP によるコントロールを
強化する概念と考えられる。一方で Dillard et 

al.（2005）は、ERP 導入によって階層的なコ
ントロールが強化されるものの、ERP に設定さ
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れたルールが重視されるようになるため、個人
の倫理観と責任感が低下する負の側面を指摘し
ている。また Stratopoulos et al.（2013） は、
ERP が予測精度を高めると共に組織の透明性を
向上させると考えた。そこで彼らは、管理者に
よる業績未達成の場合の利益調整への影響を検
討するため、ERP が管理者による予測の不確実
性を減少させる効果と、透明性向上による利益
調整の防止効果の 2 つを考慮したモデルを提案
している。
3.1.2　ERPの効果を高めるMCSの媒介効果
「ERP と MCS」研究に該当し、ERP の効果

を高める MCS の媒介効果を検討した研究が 10
件 あ っ た。Bradford and Florin（2003） は、
SAP 社の ERP 導入に関与した米国の IT 部門
管理者への質問紙調査に基づく仮説検証型の研
究を行った。彼らの分析結果において、トップ
マネジメントの支援と従業員への適切なトレー
ニングが、ユーザー満足度に肯定的な効果を与
える可能性が示されている。

また Nicolaou（2004a）は、アーカイバル
データを用いて ERP 導入企業群の分析を行い、
適切なベンダー選択を行うことや、明確な業務
主導の目標を設定することで、ERP 導入による
財務的効果が高まる可能性を示している。他方、
Ismail and King（2005）は中小企業を研究対
象として、会計情報システムのキャパシティと
機能要件を整合させることで効果が高まる可能
性を示している。その他、Bradley（2008）は、
既存研究で示された 8 件の事例研究を統合し、
ERP 導入を成功に導くためには「適切なプロ
ジェクト管理者、人材トレーニング、チャンピ
オン（ERP スペシャリスト）の存在」が重要な
成功要因となり得る可能性を示している。

そして Kallunki et al.（2011）は、フィンラ
ンドの大企業に質問票調査を行い、共分散構造
分析を通じて、ERP の長期的な使用が企業の財
務業績及び非財務業績を向上させ、MCS がそ
れらの関係性を強める可能性を示した。そして

この関係性は、非公式の MCS（非公式な情報
共有など）よりも公式の MCS（予算編成・標
準原価・正式な意思決定ツールなど）による効
果の方が強く、製造業よりも非製造業の方が、
効果が強まる結果が示されている。

その他、ERP 導入後の適切な事後評価が
ERP の効果を高める可能性に着目した実証的な
研究として、Nicolaou の一連の 4 研究（Nicolaou 

2004b; Nicolaou and Bhattacharya 2006; 

Nicolaou and Bhattacharya 2008; Jian et al. 

2013）と、全社的なリスク管理能力を強化する
ことで、AIS の統合度と戦略的柔軟性が高まる
可能性に着目した研究（Arnold et al.,2015）が
あった。
3.1.3　小括

ERP と MCS の関係性については、① ERP

が MCS に与える効果（6 件）と、② ERP の効
果を高める MCS の媒介効果（10 件）の 2 種類
の関係性が示されている。①の研究では、ERP

導入が組織内の透明性を高めるなどの MCS に
良い効果を与える結果と、ERP 導入が経営者の
期待通りに MCS の効果を高めることが出来て
いない悪い結果が混在している。また②の研究
では、ERP 実装を成功に導くための MCS や、
実装後に ERP の効果を高めるための MCS に
関する研究が蓄積されている。また、これらの
研究以外に、取引先との ERP 連携の課題の検
討（Nicolaou 2008） と、 企 業 買 収 に お け る
ERP 互換性の効果の検証（Murthy et al. 2020）
の 2 研究があった。

3.2　BI と MCS研究の発見事項
3.2.1　BI がプロセスに与える効果
「BI と MCS」の関係性に関して、BI がプロ

セスに与える効果を検証した 3 件の研究がある。
Elbashir et al.（2008）は BI の機能性を「顧客
インテリジェンス、サプライヤー関係、内部効
率性」の 3 指標で測定し、この 3 指標を高める
ことでビジネスプロセスの質が高まる可能性を
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示している。そして Prasad and Green（2015a）
は、ダイナミック AIS ケイパビリティとしての

「BI システムの活用度、会計担当者の IT 知識、
システムの柔軟性」の 3 要素を高めることで、
会計プロセスの質が高まり、組織業績が高まる
可能性を示している。

さらに Lee and Widener（2016）は、米国に
おける SAP 社の BI を利用する企業の調査デー
タを用いて共分散構造分析を行った。彼らは、
BI の QAR 機能（クエリ、アナリティクス、レ
ポート）が、計画と実績の差異を把握する「深
耕型学習（Exploitation） 」の効果を高めると
共に、BI の DV 機能（ダッシュボード、視覚
化）が、財務情報と非財務情報を組み合わせる
ことでイノベーションを生む「探索型学習

（Exploration）」の効果を高め、学習と成長へ
の投資が促進され、その結果、ビジネスプロセ
スの効果が高まる可能性を示している。
3.2.2　BI を用いた業績測定と業績評価
「BI と MCS」研究に該当し、BI を用いた業

績測定と業績評価に関する研究が 5 件あった。
萌芽的な研究である Dilla and Steinbart（2005）
は、グラフ形式の会計情報よりも、表形式によ
る会計情報を用いることで部門評価における意
思決定の質が向上することを実験研究により示
した。そして Peters et al.（2016）は、BI の計
画機能と報告機能が一体となりフィードフォ
ワード機能とフィードバック機能を促進すると
考えた。彼らは、豪州企業の CEO と CFO への
質問紙調査を通じて、BI 情報基盤の統合度を高
めると BI の機能性（BI 計画機能と BI 報告機
能）が向上し、ユーザー自身が BI から必要な
情報を入手できるようになり、業績測定効果が
高まり、競争優位性が向上する可能性を示して
いる。さらに Peters et al.（2018）は、Peters 

et al.（2016）と同じデータセットを用いて、組
織の敏捷性が高すぎると BI 計画機能が十分に
機能しない可能性と、BI 報告機能には BI 計画
機能の効果に正のモデレート効果がある可能性

を示した。
また Reinking et al.（2020a）は、管理者が

戦略目標でなく業績測定のみに関心をもってし
まうことを問題意識として、米国企業の中上級
管理者への質問紙調査を行い、ダッシュボード
の戦略調整機能とインタラクティブ・コント
ロールの関係性を検証し、戦略的に調整された
KPI を示すダッシュボードを用いることで、イ
ンタラクティブ・コントロールの質と組織業績
の両方が向上する可能性を示している。さらに
Reinking et al.（2020b） では、米国企業の中上
級管理者層へのインタビュー調査を通じて、「業
績評価にダッシュボードが重要な役割を担う」
ことや、「上級管理者層は戦略伝達を意識して
ダッシュボードを設計している」ことなどが示
されている。
3.2.3　小括

BI と MCS の関係性については、① BI がプ
ロセスに与える効果（3 件）と、② BI を用いた
業績測定と業績評価（5 件）の２種類の研究が
蓄積されている。①の研究では BI を活用する
ことでビジネスプロセスと会計プロセスの質が
高まる可能性が示されている。また②の研究は、
BI の業績測定と業績評価機能に焦点を当て、こ
れらの機能を活用することで組織業績が高まる
可能性などが示されている。

なお、これらの研究以外に、Appelbaum et 

al.（2017）の概念的・規範的な研究があり、彼
らは ERP と BI を活用し、3 種類のデータ分析

（記述的・予測的・処方的）を BSC4 指標（財
務・顧客・内部プロセス・学習と成長）に組み
入れた管理会計データ分析フレームワークを提
案している。

3.3　�財務分析の技術革新と将来予測研究の発見
事項

3.3.1　スプレッドシートを活用した将来予測
「財務分析の技術革新と将来予測」に該当し、

「スプレッドシートを活用した将来予測」に関
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する研究が 4 件あった。スプレッドシートに関
する萌芽的事例を紹介した論文に Galassi and 

Mattessich（2014）がある。Mattessich の論文
と著作を中心にスプレッドシートの黎明期に関
する研究が整理されており、Mattessich が
1961 年に考案したタイプのスプレッドシート
が、米国の AT&T やゼネラルモーターズで採用
されていたことや、Mattessich が 1964 年の著
書において、予算編成時の仮説分析にスプレッ
ドシートの利用を提案したことなどが述べられ
ている。

そして Golden and Golden（1987）は、スプ
レッドシートにおいて、よく利用される What 

if 分析を超えて、モンテカルロシミュレーショ
ンを用いた資本予算のための新しい分析モデル
を開発した。また Berry and Manongga（2006）
は、資本予算において複数プロジェクトの関係
性を考慮するため、遺伝的アルゴリズムをスプ
レッドシートに統合した正味現在価値を算定す
るモデルを提案している。

他方、Daniels and Caron（2009）は、予算
編成や財務分析において利用される多次元デー
タベースを有する Online Analytical Processing 

（以下、OLAP9）データキューブに着目し、
OLAP を活用した企業業績の将来予測手法を開
発し、オランダ統計局のアーカイバルデータを
用いて検証を行った。彼らの調査結果において、
スプレッドシートに組み込まれた 34 個の会計
指標をマルチステップで分析するアルゴリズム
を備えた技術を用いることで、アナリストより
も正確に将来予測が出来る可能性が示されてい
る。

9 OLAP とは、データウェアハウスまたはリレーショナルデータベースから抽出したデータを製品・場所・
時間などの多次元データキューブに集約する技術をいう（Peng et al. 2007，71）。

10 ニューラルネットワークとは、複雑なアルゴリズムを利用して複数のデータを同時に処理し、分類や予測
を行う技術をいう（Calderon and Cheh 2002，205）。

3.3.2　ニューラルネットワークを用いた将来予測
「財務分析の技術革新と将来予測」に該当し、

ニューラルネットワーク 10（以下、NN）を用い
た将来予測に関する研究が 4 件あった。1990 年
代に萌芽的な 2 つの研究があり、Jhee and Lee

（1993）は NN を用いて経営者の将来予測の有
効性を検証した。また Poh et al.（1998）は、
小売業における売上高予測は、広告宣伝費の配
賦額に影響を与える重要な要素であると考え、
シンガポールの小売業のデータを NN により分
析した。分析結果において、売上高が広告宣伝
費に与える影響の予測精度は、データの更新頻
度（毎日もしくは毎週）に影響を受ける可能性
が示されている。

そして Biscontri（2012）は、マクロ経済デー
タと香港の上場企業の収益データを利用し、
NN を用いた財務予測モデルを開発し、30 ヵ月
分のデータを用いて予測モデルを学習させた。
彼らの実験結果において、NN を用いた財務予
測モデルが、回帰分析および財務アナリストの
予測よりも収益の予測精度が高くなる可能性が
示されている。

また Manogna and Mishra（2021）は、農産
物の価格予測は 100 年近く研究されてきた重要
なテーマであり、農家・政府・産業界・金融市
場にとって重要な関心事であると考えた。彼ら
は、NN を用いた生産量と価格を予測するため
のモデルを開発し、米国で取引されている主要
5 品目の農産物の日次価格データを用いてモデ
ルを検証した。
3.3.3　大規模データを用いた将来予測
「財務分析の技術革新と将来予測」に該当し、

大規模データを用いた将来予測に関する研究が
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3 件あった。Haislip and Richardson（2017）
は Customer Relationship Management（以
下、CRM11）システムは、収益予測モデルの基
礎となる売上高に直接関連する顧客管理情報

（購入・注文・支払など）の質を向上させるた
め、収益予測精度を向上させる可能性があると
考えた。彼らは CRM 導入企業群と、比較対象
企業群を抽出し、CRM 導入前年（t-1）と導入
2 年後（t+2）における経営層による収益予測と
実績との差異を算出した。分析結果において、
CRM 導入企業は非導入企業よりも収益予測精
度が高くなる可能性が示されている。

そして Beaulieu（2020）は、ビッグデータを
用いてより正確な原価計算を行う契約ベースの
コスト分析（Contract Based Cost Analysis: 

CBCA）技術を紹介した。Beaulieu（2020）に
よれば、CBCA は Big4 会計事務所が監査及び
コンサルティング顧客に提供している情報シス
テムであり、過去の契約や資源消費のデータか
らコスト関数を推計することで、間接費配賦を
必要とせずに計画における増分シナリオと資本
予算の策定を支援する技術と説明されている。

他方 Alzamil et al.（2021）は、米国州政府
のアーカイバルデータを用いてクラスター分
析 12 を行った。彼らは、予算予測・予算操作・
レガシーコスト（年金等）・準備金・透明性の 5
つの指標を用いて、K-Means クラスタリング
と階層的クラスタリングの 2 つの手法により各
州のグループ化と階層化を行い、州政府の政策
立案者に将来予測のベストプラクティスを提案
している。
3.3.4　小括

財務分析の技術革新と将来予測については、
①スプレッドシートを活用した将来予測（4 件）

11 CRM とは、データと情報を活用して顧客を理解し、顧客と価値を共創する機会を提供する情報システムで
あり、そのためには、情報、テクノロジー、アプリケーションを活用して、プロセス、人材、オペレーショ
ン、マーケティング機能の部門横断的な統合が必要となる (Payne and Flow 2005，168）。

12 クラスター分析は視覚化やその他の手法を使用して、データ探索とパターン認識に使用される方法であり、
大規模なデータセットのデータ構造の理解を深めるために利用される（Alzamil et al. 2021, 3）。

と、②ニューラルネットワークを用いた将来予
測（4 件）、③大規模データを用いた将来予測

（3 件）の 3 種類の研究が蓄積されている。①の
研究では、予算や資本予算におけるスプレッド
シートの活用を企図した分析手法が開発されて
いる。②の研究においては、NN による学習型
モデルを活用し予測精度を向上させるための実
証的な研究が蓄積されている。③の研究は、
2010 年代に開始された新しい研究の潮流であ
り、顧客データや資源消費データ、政府データ
などの大規模データを用いた将来予測精度の向
上を企図した研究がある。

3.4　�TMT の IT 知識とMCSの強化研究の発見
事項

Simons（1995）がトップマネジメントと中
間管理職との対話によるインタラクティブコン
トロールを提示して以降、TMT が MCS に与え
る影響に関する研究が蓄積されるようになった

（Wilkin and Chenhall 2010）。 本 研 究 で は
「TMT の IT 知識と MCS の強化」に該当する研
究が 9 件確認された。

最高情報責任者（CIO）に焦点を当てた 4 件
の研究があり、CIO と IT 統制の関係性（Li et 

al.2007）、CIO と組織の効率性・効果性との関
係性（Khallaf and Skantz 2011）、CIO と組織
の IT 能力の関係性（Lim et al. 2012）、CIO と
研究開発の生産性との関係性（Khallaf and 

Skantz 2015）が、いずれもアーカイバルデー
タを用いて検証されている。

そして CIO に加えて、TMT が IT 活用能力
を備えることで、MCS が強化されることを企
図した 4 件の研究があった。Ali et al（2013）
は、TMT の IT ガバナンスに関する知識吸収能
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力が高まることで、企業の効率性が向上し、組
織が戦略的に成長する可能性を示している。ま
た Elbashir et al.（2013）は、TMT の IT 知識
と CIO のビジネス知識が、現場の管理者層と
の知識共有度合いを高め、それにより BI が企
業のビジネスと戦略に適合し、組織業績が高ま
る可能性を示している。他方 Lee et al.（2014）
は、TMT の戦略的 IT 知識、TMT の知識生成
プロセス、CIO の戦略的なビジネス知識、TMT

と CIO 間の交流の 4 要素を高めることで MCS

変革への信念が高まり、MCS 変革への TMT の
参画度合いが高まる可能性を示した。さらに
Prasad and Green（2015b）は、取締役会のク
ラウドコンピューティングサービス（CCS13）の
理解度合い、 CIO の CCS の知識度合い、財務
部門の CCS への積極的な関与度合い、CCS へ
の継続的なモニタリング度合いの 4 要素を高め
ることで、ビジネスプロセスと企業全体の業績
が高まる可能性を示している。これら 4 研究は
全て、豪州企業への質問紙調査データを用いて、
共分散構造分析により関係性が検証されている
点に共通点がある。

また上記以外に最高経営責任者（CEO）の
IT 知識に焦点を当てた Haislip and Richardson

（2018）の研究があり、彼らは、米国の S ＆
P1500 企業の公開パネルデータを用いたロジス
ティック回帰分析を行い、IT 専門知識を有する
CEO は就任後、前任者よりも正確な財務予測
を行う可能性を示している。

4　結論と考察

IJAIS、JIS、JETA、ISAFM の AIS4 誌にお
ける 4 つの潮流は、表 1 のように整理すること
が出来る。4 つの潮流において、伝統的な ERP

と MCS の関係性は 2010 年代後半になると研究

13 CCS とは、コンピューティングサービス（ハードウェアとソフトウェアの両方）を、デバイスや場所に依
存しないセルフサービス方式により、ネットワーク経由で顧客にオンデマンドで提供する情報技術サービ
スモデルとされる（Marston et al. 2011，177）。

が減少し、代わって BI と MCS、TMT の IT 知
識と MCS の強化に着目した研究が蓄積される
ようになる。そして 2000 年以前から ISAFM 誌
を中心に財務分析の技術革新と将来予測に関す
る研究が蓄積されている。これが第一の発見で
ある。

第二の発見は、ERP と MCS の関係性は、
ERP が MCS に与える効果だけでなく、ERP

の効果を高める MCS の媒介効果に関する研究
が蓄積されていることである。また ERP が
MCS に与える良い効果と悪い効果が示されて
いることから、これらを検証するため、ERP 導
入モジュールの範囲（総勘定元帳、販売、原価
計算、管理会計、内部統制など）や産業を考慮
したより厳密な実証的研究が必要と考えられ
る。そして、大企業だけでなく、中小企業にお
いても急速に ERP の存在感が高まっているこ
とから（Grabski et al. 2011）、中小企業を対象
とした ERP 研究の蓄積も期待される。

第三の発見は、AIS 研究においては、BI によ
る戦略的な意思決定支援への効果というより
も、BI がプロセスに与える効果や、BI が業績
測定・業績評価に与える効果を検証する研究が
蓄積されていることである。これは、今日の BI

が、多様な経営管理層に必要な情報を適時に提
供する機能を有していることから（Elbashir et 

al. 2008）、戦略的計画に加えて、マネジメント・
コントロールとオペレーショナルコントロール
においても BI が利用されるようになったこと
が背景にあることが推察される。また BI には、

「低」（スプレッドシートレベル：Excel 等）か
ら「高」（専門アプリケーションレベル：IBM

社の Cognos 等）まで発展段階があることが指
摘されており（Peters et al. 2016）、今後は BI

の能力や発展段階を考慮した研究が期待され
る。
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第四の発見は、計画における予測精度を高め
るための情報技術への関心は、スプレッドシー
トを活用した研究から、ニューラルネットワー
クや大規模データを用いた将来予測研究に推移
しつつあることである。この理由として、比率
分析などの伝統的な分析手法では企業の根本的
な原因が説明出来ない（Fridson and Alvarez 

2002）ことが背景にあり、大規模な会計データ
を複雑なモデルを用いて分析するための研究が
増えてきていると考えられる。今後は、予測能
力を高めるための多様なデータ項目の検証

（Biscontri 2012）や、クラスター分析等の多様
な分析手法の比較（Alzamil et al. 2021）を行
うことが期待される。

第五の発見として、MCS を強化するための
TMT の IT 知識は、当初、CIO と MCS の関係
性が検証されていたが、今日では CIO だけで
なく、TMT や取締役会の IT 知識へと研究対象
が拡大しつつあることである。これは MCS を
強化する上で情報技術の果たす役割が大きくな
り、また適切に新興技術を組織に取り入れてい
く必要があることから（Huerta and Jensen 

2017）、多様な役職の TMT の IT 知識の重要性
が高まっていることが考えられる。今後の研究
可能性として、より客観的な評価を得るために、
TMT 以外の回答者に対する調査を行うことや

（Ali et al 2013） 、チャンピオン組織に対する調
査（Prasad and Green 2015b）、TMT の IT 知
識に関する更なるメリットの調査（Haislip and 

Richardson 2018）などが期待される。

5　おわりに

本研究は、IJAIS、JIS、JETA、ISAFM に
蓄積された AIS と MCS との関係性に関する実
証的研究を整理し、そこで発見された 4 つの潮
流（ERP と MCS、BI と MCS、財務分析の技
術革新と将来予測、TMT の IT 知識と MCS の
強化）が、今後どのように発展していきそうか
を考察した。Granlund（2011）は、情報技術
と MCS の関係性に関して、ERP が MCS に影
響を与えている可能性を示し、さらなる研究の
蓄積を期待した。本研究の貢献は、Granlund

（2011）以降の 10 年間の研究の蓄積を踏まえ、
伝統的な ERP と MCS の潮流に加えて、BI と
MCS、財務分析の技術革新と将来予測、TMT

の IT 知識と MCS の強化の新しい研究の潮流を
示したことである。

また本研究には、以下のような限界がある。
まず本研究は、タイトル、キーワード、サブ
ジェクトに MCS に関するキーワードを含む論
文を抽出対象としている。つまり、キーワード

表 1　AIS とMCSの関係性に関する実証的研究の潮流

年代 ERP と MCS BI と MCS 財務分析の技術革新
と将来予測

TMT の IT 知識と
MCS の強化

～ 2001 年
①�スプレッドシートを

活用した将来予測
②�ニューラルネット

ワークを用いた将来
予測

③�大規模データを用い
た将来予測

2002 ～ 2006 年 ① �ERP が MCS に 与
える効果

② �ERP の効果を高め
る MCS の媒介効
果

2007 ～ 2011 年 ① �BI がプロセスに与
える効果

② �BI を用いた業績測
定と業績評価

① �CIO による MCS
の強化

2012 ～ 2016 年 ②�多様な役職の TMT
の IT 知識と MCS
の強化2017 ～ 2021 年
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が含まれていなければ、本研究の対象論文と
なっていない。そのため、MCS に関係するい
くつかの論文を見落としている可能性を否定出
来ない。

わが国においても、ERP と MCS との関係の
実態（横田 2006）や、クレジット会社の ERP

と BI を対象とした事例研究（中野 2008）、BI

システムの活用度、会計担当者の IT 知識、シ
ステムの柔軟性の３要素から成るダイナミック
AIS ケイパビリティに着目した研究（山矢ほか 

2018）など情報技術に着目した実証的な会計研

究が蓄積されるようになっている。今後も、わ
が国固有の要件を含め、伝統的な ERP と MCS

の関係性の検証に加えて、BI と MCS、財務分
析の技術革新と将来予測、TMT の IT 知識と
MCS の強化に関する研究を蓄積していくこと
は重要であると思われる。また本研究は、AIS

トップジャーナルの文献整理を通じて AIS と
MCS との関係性を議論したが、管理会計トッ
プジャーナルの文献整理を通じて AIS と MCS

の関係性を議論することも必要であると考え
る。

付表　AIS とMCSの関係性の議論を含む 4つの潮流以外の研究

番号 著者（発行年） 雑誌 タイトル タイトル（和訳）

1 Ferguson et al.
(1990) JIS Electronic Data Interchange: Foundations 

and Survey Evidence on Current Use.
EDI：現在の使用に関する基礎と調
査の証拠

2 Kang and 
Bradley(2002) IJAIS Measuring the performance of IT services: 

An assessment of SERVQUAL
IT サービスの業績測定 : SERVQUAL 
の評価

3 Chandra et al.
(2007) IJAIS Budgeting for information technology 情報技術の予算

4 Kobelsky et al.
(2008) IJAIS Information technology, contextual factors 

and the volatility of firm performance
情報技術，コンテキスト要因，お
よび企業業績の変動性

5 Kobelsky and 
Robinson(2010) IJAIS The impact of outsourcing on information 

technology spending
情報技術支出に対するアウトソー
シングの影響

6 Prasad et al.
(2012) IJAIS

On IT governance structures and their 
effectiveness in collaborative 
organizational structures

協調的組織構造における IT ガバナ
ンス構造とその有効性

7 Maiga et al.
(2013) IJAIS

Extent of managerial IT use, learning 
routines, and firm performance: A 
structural equation modeling of their 
relationship.

管理的な IT の利用と学習ルーチン
及び企業業績の範囲：それらの関
係性の構造方程式モデリング

8 Prasad et al.
(2013) JIS On Governing Collaborative Information 

Technology (IT): A Relational Perspective.
協調的情報技術（IT）の管理につ
いて：関係性の視点

9
Taipaleenmäki 
and 
Ikäheimo(2013)

IJAIS

On the convergence of management 
accounting and financial accounting ? the 
role of information technology in 
accounting change.

管理会計と財務会計のコンバー
ジェンスとは？会計の変化におけ
る情報技術の役割

10 Ali et al.(2015) IJAIS Information technology investment 
governance: What is it and does it matter?

情報技術投資ガバナンスとは何か，
またそれは重要か？

11 Liew, A.(2015) IJAIS
The use of technology-structured 
management controls: changes in senior 
management’ s decision-making behaviours.

情報技術により構造化されたマネ
ジメントコントロールの利用：上
級管理職の意思決定行動の変化
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